
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ● 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 137,632 143,160 127,534 138,160

事業費

の内訳

令和3年度決算

事業委託料（１２５，３７４千円）

令和4年度予算

事業委託料（１３６，０００千円）

人工 0.3 0.3 0.3 0.3

人件費 2,160 2,160 2,160 2,160

事業費 135,472 141,000 125,374 136,000

うち特定財源 135,472 141,000 125,374 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和4 年度

関連法令・条例・
要綱等

他都市の状況

北海道「北海道異業種チャレンジ奨励事業」
コロナ禍による離職者が対象業種に属する事業を行う事業所に正社員等として就職した場合に、奨励金を１０万
円支給することにより、コロナ禍による離職者の就職を促進するとともに、対象業種における人材確保を支援。転
職者が就職に際し、転居を要した場合には２０万円を上限として転居費用の実費を支給。

実施結果

研修受講者数４３３名
就職者１８６名
就職率４３％

事業実施における
工夫点

昼コースと夜コースを設定し、幅広い求職者が参加できるよう実施

対象者 令和２年２月１日以降に失業した方や給与大幅減の非正規雇用者 開始 令和2 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

新型コロナウイルスによる解雇や失業者等の支援

長期

解雇、失業者に対しての就職支援
人手不足企業への人材供給

取組内容

新型コロナウイルスの影響により、解雇や離職を余儀なくされた方のため、経済的な支援を行いながら座学研修と
職場実習を通じて就職を目指す。
座学研修から給付金（最低賃金と同額）を支給し、就職活動に専念。定員５００名（昼コース４００名、夜コース１００
名）。
恒常的に採用困難な職種については、今後も人手不足が継続される可能性が高いことに加え、これらの職種は就
職決定がしやすいため、職業観を広げる研修を行い再就職を支援するとともに、就職準備金を支給。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 ■ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ○ 現状維持 ● 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ● その他

千
円

今回の評価

評価の理由
研修受講者数４３３人、就職率４３％と概ね高い事業効果があった。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

令和５年度から就業サポートセンター等事業に統合を想定

予算
令和５年度から就業サポートセンター等事業に統合を想定

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

参加者の状況に応じたコースを設定
研修中に託児サービスを利用した場合に保育料を１日３，０００円支
給

見直し効果額
（前年度）

0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

令和５年度から就業サポートセンター等事業に統合を想定

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

事業の実施にあたっては、人材育成や求人開拓企業に係るノウハウ、関係団体とのネットワーク
及び関連情報等を豊富に有する民間事業者等への委託により実施することが最も効果的であ
る。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

当該事業の研修受講生へのアンケートでは、約７７％が本事業に対して「満足」「やや満足」と回
答しており、一定の評価を受けている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

参加者は４３３名と定員の５００名に達しなかったものの、目標に対して８６．６％の達成率。就職
者数は１８６名に上り、一定以上の成果をあげたものと認識している。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

定員５００名に対して７５６名の申し込み及び相談があり、倍率は約１．５倍だったが、申込者の中
には就職が決定してキャンセルする方も多かったことから、定数の見極めは適切であった。

項目 判定 理由

60 43 60

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 事業参加者の就職率（％）

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

52.2

300

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 参加者数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

487 500 433


